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未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に
関する手続き等のお手続き・お問い合わせ
みずほ信託銀行株式会社（株主名簿管理人）にご連絡下さい。
＜お問い合わせ先＞
〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-288-324（フリーダイヤル）
 ＜配当金お受取りに関するご留意事項＞
  配当金の口座振込をご指定いただいていない方は、払渡期間中に、「配当金領収証」
により、ゆうちょ銀行全国本支店及び出張所ならびに郵便局でお受け取り下さい。
払渡期間経過後は、みずほ信託銀行の本店及び全国各支店でお受け取りいただけ
ますが、当社定款第48条の定めにより、支払開始の日から満3年を経過しますと
お支払いできなくなりますのでご注意下さい。

配当金受取り方法のご指定、住所変更、単元未満株式の
買取請求、相続に伴う手続き等のお手続き・お問い合わせ
⑴証券会社でお取引をされている株主様⇒  お取引のある証券会社
⑵特別口座に記録されている株主様⇒  特別口座管理機関 

三井住友信託銀行株式会社
＜お問い合わせ先＞
〒168-0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
TEL.0120-782-031（フリーダイヤル）
＜お取扱店＞
三井住友信託銀行株式会社　本店及び全国各支店
日本証券代行株式会社　本店及び全国各支店
※  未払配当金の支払い請求、支払明細等の発行に関するお手続きは 

当社株主名簿管理人（みずほ信託銀行株式会社）が承ります。

商 号 株式会社IDOM
（英文表記）IDOM Inc.

設立年月日 1994年10月25日

資 本 金 41億5,702万円

決 算 期 2月末日

従 業 員 数 3,205名（連結）

業 務 内 容 1. 自動車の販売事業
2. 自動車の買取事業
3. その他自動車流通に関わる事業

主な連結子会社 株式会社ガリバーインシュアランス
東京マイカー販売株式会社
Gulliver USA, Inc.
Gulliver East, Inc.

本　社　〒100-7026 東京都千代田区丸の内二丁目7-2 JPタワー26階
　　　　財務・IRセクション　TEL：03-5208-5503（IR直通）

この報告書は、森林管理協議会（Forest Stewardship Council）が
認証する適切に管理された森林からの原料を含むFSC®認証紙を
使用しており、ベジタブルインクによって水なし印刷しています。

会社情報 （2022年8月31日現在）

役 員 代表取締役社長 羽鳥　由宇介
代表取締役社長 羽鳥　貴夫
取締役 太田　勝
取締役（社外) 杉江　潤
取締役（社外) 野田　公一
監査役（常勤) 須釜　武伸
監査役（社外) 木村　忠昭
監査役（社外) 二宮　かおる

証券コード7599

2022.3.1～2022.8.31

株主通信
第29期 第2四半期



株主の皆様へ

　株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り、厚
く御礼申し上げます。

　上期の業績や豪州子会社の株式譲渡についてご説明
させていただきます。

上期業績について
　当第2四半期連結累計期間（以下、上期）の連結業
績は、売上高225,478百万円、営業利益8,616百万円、
経常利益8,280百万円、親会社株主に帰属する四半期
純利益7,516百万円となりました。
　上期における国内直営店の小売台数は70,186台

（前年同期比3.5%減）となりました。国内直営店の店
舗数の純減により、小売台数は前年同期比で減少しま
したが、台あたりの粗利は増加しました。また、大型
店の1店舗あたりの小売台数は前年同期比で増加しま
した。卸売台数は55,289台（前年同期比15.7%増）
となりました。
　大型店は、2022年10月現在で3店舗を新規出店し
ており、今期7店舗の出店計画に対し順調に推移して
おります。
　豪州子会社の株式譲渡に伴い、上期における連結対
象期間が3月～5月の3ヵ月間となったことが、連結業
績の減益要因となりました。また、関係会社株式売却
益として7億円を特別利益に計上しました。

豪州子会社の株式譲渡
　2022年7月に豪州子会社の株式を譲渡することで、
豪州新車ディーラー事業から撤退いたしました。
　撤退の背景についてお話させていただきます。
　当社は、資本効率（ROIC）と成長性を重視した事
業ポートフォリオを用いて、各事業の重点投資や撤退
の経営判断を行っております。

　このため、当社は、実績として資本効率が高く、今
後の成長余地の高い国内の大型店による小売事業（整
備工場併設）に経営資源を集中させていく考えです。
　こうした考えに基づき、2021年9月にBMW及び
MINIの国内新車ディーラー事業からは撤退しました。
加えて、今般、豪州新車ディーラー事業からも撤退
する判断に至りました。今後も経営資源を最適に配
分することで、事業ポートフォリオを最適化してま
いります。

　当社は、2022年4月に中期経営計画2023-2027を
公表し、目標達成のため全社一丸となって、取り組ん
でおります。
　株主の皆様におかれましては、より一層のご支援と
ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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23年2月期
第2四半期

135,920

販売台数 （単位：台）

営業利益（国内コア事業） （単位：百万円）

売上高（国内コア事業） （単位：百万円）

代表取締役社長  羽鳥 由宇介
代表取締役社長  羽鳥 貴夫

※上記については期中にすでに売却済。

第１四半期連結累計期間より、事業セグメントとして、単体に子会社
のガリバーインシュアランスと東京マイカー販売を含めた日本国内の
中古車販売事業を国内コア事業、豪州における主に新車販売事業を展
開する豪州事業として任意で開示しております。

豪州
セグメント

その他
セグメント

㈱IDOM CaaS Technology 

㈱IDOMビジネスサポート

（株）IDOM

㈱ガリバーインシュアランス

東京マイカー販売㈱

Gulliver U.S.A.

IDOM Automotive Group Pty Ltd.
Gulliver Australia Pty Ltd.

国内コア事業

日本
セグメント



今期オープンした大型店と整備工 場

大型店
　2022年4月にガリバー長野店とガリバー1号知立店、6月にはガリバー草津南店が
オープンしました。
　2022年4月に発表した中期経営計画に基づき、資 本効率が高く成長余地も高
い大型店に経営資源を集中させ、今後も出店を進めて まいります。

整備工場
　今期オープンした大型店3店舗には、整備工場と鈑 金工場が併設されておりま
す。
　2022年9月には既存店に併設した高松東山崎整備 工場がオープンしました。
これにより今期の新設整備工場は4工場となりました。
　現在、整備工場は12工場オープンしており、順次 増加していく予定です。
　すべての整備工場は、指定工場※の取得を前提に完 成検査場を備えております。
現在は8工場が指定されております。
　指定工場は、車検工程を大幅に短縮でき、1日車検 などお客様へのサービス向
上につなげることが可能になります。

　今後も最新設備を備えた指定工場において、より多 くのお客様へのお車に関す
るトータルケアを可能にし、安心安全で質の高いサー ビスを提供してまいります。

※指定工場（指定自動車整備事業）
厳しい認定基準をクリアして、地方運輸局長から指定自動車整 備事業の指定を受けた工場。

ガリバー長野店
長野県長野市篠ノ井会592
0120-975-924

すべての従業 員が活躍できる職場づくり

　IDOMは、性別、国籍、年齢、障害の有無などの属性に関わらず、従業員それ
ぞれの能力を十分に発揮 し、活躍できる環境を構築するため様々な取り組みを
行っております。今回は その中の一つをご紹介します。

さくらプロジェクト
　2008年より、有志の メンバー（男女社員）にて、いきいきわくわく働き続
けられる会社づくりをコ ンセプトに、IDOMで働く女性社員を応援する活動を
行ってきました。そして 今期より女性という垣根を越えてダイバーシティ＆イ
ンクルージョンを掲げて、活動しています。

主な活動内容
　社内サイトにて様々な 環境での働き方を紹介しています。
　結婚・出産後、復職し、働きながら子育てをされている方等、多様な働き方を
紹 介、 ま た 男 女 双 方 の 円滑な交流の促進を図るためのヒントとなる記事や、
ワークライフマネジメン ト推進のための男性の育休についての記事なども定期
的に掲載しています。

　その他にも、社内交流 促進のためのオンライン座談会の開催、社員の悩みに
寄り添う相談窓口の設置 などを行っています。

　IDOMは今後もすべて の従業員がそれぞれの能力を発揮し、活躍できる環境
構築に向けて取り組んで まいります。

高 松 東 山 崎 整備工場
香 川 県 高 松 市東山崎町692
0120-948- 019

最近の取り組み



19,283千株
（18.04％）

■ 金融機関
6,480千株

（6.06％）

■ 自己名義株式

22,127千株
（20.70％）

■ 個人・その他

2,397千株
（2.24％）

■ 証券会社

40,098千株
（37.51％）

■ 国内法人他16,500千株
（15.43％）

■ 外国法人等

所有者別株式構成比

発行可能株式総数  ………………………… 400,000,000株
発行済株式総数  ………………………… 106,888,000株
株 主 数  ………………………………… 9,241名

大 株 主
氏名又は名称 所有株式数 持株比率

株式会社フォワード 28,000千株 27.88%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 9,127 9.09

株式会社ビッグモーター 5,697 5.67
羽鳥裕介 5,400 5.37
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 5,212 5.19
株式会社フォワードＹ 3,000 2.98
株式会社フォワードＴ 3,000 2.98
THE BANK OF NEW YORK MELLON 
140044 2,343 2.33

あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 2,000 1.99
羽鳥貴夫 1,873 1.86

（注）持株比率は発行済株式総数に対する所有株式数の割合です。

株式の状況 （2022年8月31日現在）連結計算書類

連結貸借対照表（要約） 連結損益計算書（要約）

連結キャッシュ・フロー計算書（要約）

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

科　目 前事業年度末
（2022年2月28日）

当第2四半期末
（2022年8月31日）

資産の部
流動資産 141,146 131,215
現金及び預金 45,670 56,477
受取手形及び売掛金 5,620 2,875
商品 85,363 66,426
その他 4,907 5,835
貸倒引当金 △416 △398
固定資産 48,620 42,039
有形固定資産 23,663 25,050
無形固定資産 11,775 1,484
投資その他の資産 13,181 15,505
資産合計 189,766 173,255
負債の部
流動負債 61,085 65,383
買掛金 23,618 4,790
短期借入金 1,101 －
1年内返済予定の長期借入金 10,000 30,000
その他 26,366 30,593
固定負債 72,972 50,312
長期借入金 67,523 47,145
長期預り保証金 587 613
その他 4,862 2,554
負債合計 134,057 115,696
純資産の部
株主資本 53,847 56,732
資本金 4,157 4,157
資本剰余金 4,361 5,250
利益剰余金 49,673 51,669
自己株式 △4,344 △4,344
その他の包括利益累計額 168 291
為替換算調整勘定 168 291
非支配株主持分 1,693 533
純資産合計 55,709 57,558
負債純資産合計 189,766 173,255

科　目 前第2四半期累計
 （自 2021年3月1日　
　至 2021年8月31日）

当第2四半期累計
 （自 2022年3月1日　
　至 2022年8月31日）

売上高 227,775 225,478
売上原価 185,308 187,209
売上総利益 42,466 38,269
販売費及び一般管理費 33,025 29,652
営業利益 9,440 8,616
営業外収益 93 87
営業外費用 523 422
経常利益 9,011 8,280
特別利益 47 976
特別損失 1,107 76
税金等調整前四半期純利益 7,951 9,181
法人税、住民税及び事業税 2,801 1,491
法人税等調整額 △513 41
四半期純利益 5,662 7,648
非支配株主に帰属する四半期純利益 351 132
親会社株主に帰属する四半期純利益 5,311 7,516

科　目 前第2四半期累計
  （自 2021年3月1日　
　至 2021年8月31日）

当第2四半期累計
 （自 2022年3月1日　
　至 2022年8月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,081 7,292

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,204 2,220

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,462 986

現金及び現金同等物に係る換算差額 △107 306

現金及び現金同等物の増減額 4,306 10,806

現金及び現金同等物の期首残高 43,179 45,670

新規連結に伴う現金及び現金同等物
の増加額 16 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 47,502 56,477


